
�. はじめに
今日介護職は, 一般に離職率が高く, 職場に定着しに

くい職種の一つと言われている.

介護労働安定センターの平成 22 年度介護労働実態調

査結果によれば, 訪問介護以外の指定介護事業所で働く

介護職員の離職率は 19.1％であり, それら離職者の約 8

割が勤務年数 3年未満であった. 毎年実施されている同

調査結果は, しばしば介護職員の離職率の高さを示すエ

ビデンスとして用いられる.

しかし, 介護職員の高い離職率, 低い定着率という認

識は研究の前提として妥当なのであろうか. 平成 22 年

度介護労働実態調査は, 回答事業者の 5割以上が民間企

業で占められており, 長年介護サービス事業の中核的役

割を果たしてきている社会福祉法人の割合は 2割弱にと

どまっている. このことは, 介護保険制度の導入以降,

多くの民間企業によって介護労働が担われるようになっ

てきたことの反映であり, 介護職員の離職率については

運営主体や介護サービス種別を考慮した分析が必要とい

える. 同調査結果によれば, 介護職員の離職率は社会福

祉法人が 15.2％, 医療法人が 18.4％, 民間企業が 22.3

％など運営主体によって格差が生じており, 介護職員の

離職率が勤務年数, 運営主体, 事業所規模, 事業所の所
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在地, 事業開始経過年数などと関連している指摘がなさ

れている.

一方, 介護職員の離職に関する研究 (以下, ｢介護離

職研究｣) は, 特別養護老人ホーム (以下, ｢特養｣) の

介護職員を研究対象としているものが多く見受けられる

が, 介護労働実態調査結果を踏まえると, 基本的に社会

福祉法人によって運営されている特養の介護職員はむし

ろ離職率は相対的に低く, そのまま同調査結果を根拠に

特養における介護職員の離職率が高いとみなすことは適

切ではない. そこで, 今日の特養における介護職員の離

職状況を分析し, 介護労働実態調査結果の妥当性検証を

視野に入れた介護離職研究が必要なのではないかと考え,

本研究の着想に至った.

�. 研究の目的
本研究の目的は, 特養における介護職員の離職と職場

環境との関連性の探究である. 本研究における職場環境

とは, 就業形態, 勤務年数, 介護職員に占める介護福祉

士有資格者比率 (以下, ｢有資格者比率｣) などの人的環

境と, 運営主体, 事業所の所在地, 事業開始後経過年数,

施設形態, そして提供される介護サービス内容などの組

織的環境によって構成される就業環境と規定して用いる

こととする.

そして本研究は, 次のような作業仮説を立てて取り組

む. 第一に, 介護職員の離職率は, 勤務年数及び有資格

者比率の人的環境と相関性を有する. 第二に, 運営主体,

事業所の所在地, 事業開始後経過年数, 施設形態, 提供

される介護サービス内容などの組織的環境は, 介護職員

の離職率に影響を及ぼす. これら 2つの作業仮説に対す

る分析を通して, 介護職員の離職と職場環境との関連性

を探る. また, 介護労働実態調査結果の妥当性検証につ

いて取り組むこととする.

�. 研究方法
本研究は, 上記の二つの作業仮説を明らかにするため

に次のような分析に取り組むこととする.

第一に, 介護職員の離職率と勤務年数及び有資格者比

率との関係について, これらの指標を用いて相関分析を

行う.

第二に, 事業所の所在地, 事業開始後経過年数, 施設

形態, 介護サービス加算の取得状況と介護職員の離職率

との関連性については, 一元配置分散分析を行う.

本研究において分析に用いるデータは, ｢介護サービ

ス情報｣ 公表制度によって愛知県が公開している平成

22 年度の特養データ (以下, ｢特養データ｣) である.

この ｢介護サービス情報｣ 公表制度は, 平成 18 年度の

介護保険制度見直しによって新たに導入されたものであ

り, 介護サービス事業所に義務づけられた介護サービス

情報の定期的な報告を踏まえて, 都道府県知事がその情

報をホームページ等で公表するものである.

本研究では, 分析対象を特養とする. これは, 既存の

介護離職研究において特養を対象とするものが多いこと

に加え, 運営主体の多くが社会福祉法人であること, 事

業所規模では職員総数 50 人以上が多いこと, 基本的に

提供される介護サービスが同じであることなど, 介護職

員の離職状況との関連性を分析する上で基本的な職場環

境の共通性を前提に取り組むことができると考えたため

である. そして, 県内に政令指定都市があり, 事業所の

所在地としての市町村区分別の分析が可能なこと, 県内

の特養数が 200 か所を超えて単一県でも量的分析が可能

であることなどから, 研究フィールドを愛知県とする.

分析に用いる特養データは, 次のとおりである.

介護職員の離職率は, 過去 1年間の退職者数を介護職

員数で除して求めた比率である. 就業形態は, 常勤, 非

常勤という介護職員の就業形態による区分である. 勤務

年数は, 勤務経験 1 年未満, 勤務経験 1～3 年未満, 勤

務経験 3～5 年未満, 勤務経験 5～10 年未満, 勤務経験

10 年以上の介護職員数であり, これらの人数を全体の

介護職員数で除して求めたものをそれぞれ勤務経験比率

とする. 事業所の所在地は, 政令指定都市, 県内の市,

県内の町村の 3区分にカテゴリー化して用いる. 事業開

始後経過年数は, 特養の運営年数を 3 年未満, 3～5 年

未満, 5～11 年未満, 11 年以上の 4つにカテゴリー化し

て用いる. 11 年を区切りとしたのは, 介護保険制度導

入前後による影響を分析するためである. 施設形態は,

従来型施設とユニット型施設の 2区分の形態である. 提

供される介護サービス内容は, 介護サービス加算の取得

状況の項目を用いる.

また, 上記のような愛知県下の特養を対象にデータ分

析を行った上で, 考察において介護労働実態調査結果の

妥当性についてデータ分析上の制約はあるものの, 可能

な限り検証を行うこととする.
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�. 分析結果
��� 愛知県下における特養の状況

愛知県下における特養の状況は表 1のとおりである.

入所者の平均年齢は 85.1±1.5 歳, 平均入所待機者数

は 326.4±203.0 人, 平均の介護常勤換算人数は 41.4

±12.6 人, 平均の事業開始後経過年数は 13.0±9.0 年,

施設形態では従来型施設が 127 施設, ユニット型施設

が 81 施設であった. 常勤の介護職員状況は, 離職率

が15.6±11.1％, 有資格者比率が56.1％±18.3％であっ

た. 非常勤の介護職員状況は, 離職率が 40.4±46.7％,

有資格者比率が 25.0±20.8％であり, 常勤の介護職員

に比して離職率は高く, 有資格者比率は低くなってい

た.

��� 介護職員の離職率・有資格者比率・勤務年数の

相関関係

表 2は, 常勤介護職員の離職率と勤務年数, 有資格

者比率の相関関係を分析した結果である. 離職率は,

勤務 1年未満比率と正の相関, 有資格者比率と負の相

関があった. 有資格者比率は, 勤務 10 年以上比率と

の間では正の相関が, 勤務 1年未満比率との間では負

の相関がみられた. さらに勤務 1年未満比率は, 勤務

5～10 年未満比率及び勤務 10 年以上比率と負の相関

があり, 勤務 1～3 年未満比率においても, 勤務

5～10 年未満比率, 勤務 10 年以上比率との間で負の

相関があった. 非常勤介護職員の離職率と勤務年数,

有資格者比率については相関性がみられなかった.

��� 市町村区分別にみる介護職員の離職率

表 3は, 特養の所在地を市町村区分別にして常勤介

護職員の離職率をみたものである. 政令指定都市内に

ある特養では平均の離職率が 16.1％, 愛知県内の市

内では 16.4％であったのに対し, 町村内では 9.5％と

有意に低くなっていた. 非常勤の介護職員については,

市町村区分別による離職率の有意差がみられなかった.

��� 施設形態別にみる介護職員の離職率

表 4は, 施設形態別に常勤介護職員の離職率を比較

した結果である. 従来型施設における介護職員の離職

率は 13.5％, ユニット型施設は 19.0％となっており,

ユニット型施設のほうが有意に高かった. 非常勤介護

職員の離職率は, 有意な差がみられなかった.

��� 事業開始後経過年数別にみる介護職員の離職率

表 5は, 事業開始後経過年数別に常勤介護職員の離

職率を比較した結果である. 離職率が最も高かったの

は, 事業開始後経過 3 年未満の施設で 39.4％と高い

割合を占めていた. 次いで 3～5 年未満の施設が 23.3

％, 5～11 年未満の施設が 14.3％, 11 年以上の施設

が 13.5％と事業開始後経過年数が長くなるにつれて

離職率が低くなる傾向がみられた. 非常勤介護職員の

離職率については, 有意差がみられなかった.
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表� 愛知県内の特別養護老人ホームの現況 (�＝��	)

施設の状況 平均値 標準偏差

入所者平均年齢 85.0 歳 1.5

入所待機者数 326.3 人 203.5

入所定員 87.4 人 20.1

入所男性人数 17.6 人 7.6

入所女性人数 69.0 人 16.1

夜勤平均人員率 5.5％ 9.5

介護常勤換算人数 41.4 人 12.6

事業開始後経過年数 13.0 年 9.0

施設形態 施設数 割 合

従来型施設 127 施設 61.4％

ユニット型施設 80 施設 38.7％

介護職員 (常勤) の状況 平均値 標準偏差

介護職員数 33.6 人 11.3

離職率 15.6％ 11.1

介護福祉士有資格比率 56.2％ 18.2

勤務経験 1年未満比率 16.5％ 10.8

勤務経験 1～3年未満比率 28.6％ 11.5

勤務経験 3～5年未満比率 20.8％ 10.8

勤務経験 5～10 年未満比率 24.5％ 12.0

勤務経験 10 年以上比率 9.6％ 10.8

介護職員 (非常勤) の状況 平均値 標準偏差

離職率 40.4％ 46.7

介護福祉士有資格者比率 25.0％ 20.8

勤務経験 1年未満比率 20.5％ 19.6

勤務経験 1～3年未満比率 32.9％ 22.2

勤務経験 3～5年未満比率 19.8％ 17.8

勤務経験 5～10 年未満比率 21.3％ 20.4

勤務経験 10 年以上比率 5.5％ 10.9



��� 事業開始後経過年数及び施設形態別にみる介護

職員の離職率

表 6は, 事業開始後経過年数について施設形態別に

常勤介護職員の離職率を比較した結果である. 事業開

始後経過 5年未満の特養は, すべてユニット型施設で

ある. ユニット型施設における離職率を事業開始後経

過年数別に比較したところ, 事業開始後経過年数が長

くなるにつれて離職率が高くなる傾向にあることがわ

かった. 特に, 事業開始後経過年数 5年未満の特養に

おける離職率が高くなっており, 経過年数 3年未満の

特養では常勤の介護職員でも離職率が 39.4％と高い

割合であった. その一方で, 従来型施設における離職

率は, 事業開始後経過年数が 5～11 年未満と 11 年以

上とでの差は生じておらず, 事業開始後経過年数より

も施設形態による常勤介護職員の離職率への影響が大

きいことが伺える結果を得た.

��� 介護サービス加算の取得状況

表 7は, 介護サービス加算取得の状況である. 特養

では, 標準の介護報酬に加え, 様々な加算の設定がな

されているが, ここでは直接ケア関連加算, 在宅支援

関連加算, 医療関連加算, 食事関連加算の 4つに分類

して現状を整理した. 直接ケア関連項目では, 日常生

活継続支援加算, サービス提供体制強化加算Ⅰ, 同加
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表� 介護職員 (常勤) における離職率・有資格者比率・勤務年数の相関係数 (�＝���)

勤務経験
1年未満
比率

勤務経験
1～3年
未満比率

勤務経験
3～5年
未満比率

勤務経験
5～10 年
未満比率

勤務経験
10 年以上
比率

有資格者
比率

離職率
.385 ** .251 ** －.073 －.271 ** －.253 ** －.407 **

有意確率 .000 .000 .297 .000 .000 .000

勤務経験 1年未満比率
.109 －.210 ** －.457 ** －.383 ** －.469 **

有意確率 .119 .002 .000 .000 .000

勤務経験 1～3年未満比率
－.133 －.508 ** －.468 ** －.234 **

有意確率 .056 .000 .000 .001

勤務経験 3～5年未満比率
－.300 ** －.316 ** －.019

有意確率 .000 .000 .784

勤務経験 5～10 年未満比率
.172 * .255 **

有意確率 .013 .000

勤務経験 10 年以上比率
.446 **

有意確率 .000

Spearman の相関係数 **は 1％水準で有意 (両側) *は 5％水準で有意.

表� 市町村区分別にみる介護職員 (常勤) の離職率

施設数 平均値 標準偏差

政令指定都市 60 施設 16.1％ 9.9

市 126 施設 16.4％ 11.9

町村 21 施設 9.5％ 7.4

合 計 207 施設 15.6％ 11.1

Kruskal-Wallis 検定 P＝0.009

表� 施設形態別にみる介護職員 (常勤) の離職率

施設数 平均値 標準偏差

従来型施設 127 施設 13.5％ 9.3

ユニット型施設 80 施設 19.0％ 12.9

合 計 207 施設 15.6％ 11.1

Wilcoxon の順位和検定 P＝0.002

表	 介護事業開始後経過年数別にみる介護職員 (常勤)の離職率

施設数 平均値 標準偏差

3年未満 6施設 39.4％ 23.4

3～5 年未満 23 施設 23.3％ 11.8

5～11 年未満 62 施設 14.3％ 8.6

11 年以上 116 施設 13.5％ 9.2

合 計 207 施設 15.6％ 11.1

Kruskal-Wallis 検定 P＜0.001
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表６ 介護事業開始後経過年数と施設形態別にみる介護職員 (常勤) の離職率

施設数 平均値 標準偏差
ユニット型施設 従来型施設

施設数 平均値 標準偏差 施設数 平均値 標準偏差

3年未満 6施設 39.4％ 23.4 6 施設 39.4％ 23.4 － － －

3～5年未満 23 施設 23.3％ 11.8 23 施設 23.3％ 11.8 － － －

5～11 年未満 62 施設 14.3％ 8.6 38 施設 14.8％ 8.5 24 施設 13.5％ 8.9

11 年以上 116 施設 13.5％ 9.2 13 施設 13.8％ 7.6 103 施設 13.5％ 9.4

合 計 207 施設 15.6％ 11.1 81 施設 19.0％ 12.9 127 施設 13.5％ 9.3

Kruskal Wallis 検定 P＜0.001

表� 介護サービス加算取得の状況 (�＝���)

直接ケア関連加算 あり 割合 なし 割合

日常生活継続支援加算 120 施設 58.0％ 87 施設 42.0％

サービス提供体制強化加算Ⅰ 18 施設 8.7％ 189 施設 91.3％

サービス提供体制強化加算Ⅱ 39 施設 18.8％ 168 施設 81.2％

サービス提供体制強化加算Ⅲ 28 施設 13.5％ 179 施設 86.5％

夜勤職員配置加算 185 施設 89.4％ 22 施設 10.6％

準ユニットケア加算 2施設 1.0％ 205 施設 99.0％

若年性認知症利用者受入加算 38 施設 18.4％ 169 施設 81.6％

認知症専門ケア加算Ⅰ 1施設 0.5％ 206 施設 99.5％

認知症専門ケア加算Ⅱ 0施設 0.0％ 207 施設 100.0％

障害者生活支援体制加算 1施設 0.5％ 206 施設 99.5％

看取り介護加算 119 施設 57.5％ 88 施設 42.5％

在宅支援関連加算

退所前後訪問相談援助加算 12 施設 5.8％ 195 施設 94.2％

退所時相談援助加算 14 施設 6.8％ 193 施設 93.2％

在宅復帰支援機能加算 4施設 1.9％ 203 施設 98.1％

在宅・入所相互利用加算 5施設 2.4％ 202 施設 97.6％

退所前連携加算 13 施設 6.3％ 194 施設 93.7％

医療関連加算

専従の常勤医師配置加算 5施設 2.4％ 202 施設 97.6％

精神科医師配置加算 96 施設 46.4％ 111 施設 53.6％

看護体制加算Ⅰ 192 施設 92.8％ 15 施設 7.2％

看護体制加算Ⅱ 133 施設 64.3％ 74 施設 35.7％

個別機能訓練加算 114 施設 55.1％ 93 施設 44.9％

食事関連加算等

栄養マネジメント加算 199 施設 96.1％ 8 施設 3.9％

経口移行加算 35 施設 16.9％ 172 施設 83.1％

経口維持加算 40 施設 19.3％ 167 施設 80.7％

口腔機能維持管理加算 77 施設 37.2％ 130 施設 62.8％

療養食加算 87 施設 42.0％ 120 施設 58.0％



算Ⅱ, 同加算Ⅲのいずれかの加算を取得している施設

が全体の 99.0％を占めていた. 加えて, 夜勤職員配

置加算は 89.4％, 看取り介護加算は 57.2％の特養が

取得していた. 在宅支援関連加算では, 5 項目いずれ

の加算も取得が 1割未満であった. 医療関連加算では,

看護体制加算Ⅰが 96.2％, 看護体制加算Ⅱが 64.4％,

個別機能訓練加算が 54.8％, 精神科医師配置加算が

46.6％であった. さらに, 食事関連加算では, 栄養マ

ネジメント加算が 96.2％と高い割合を占め, その他

療養食加算が 42.3％, 口腔機能維持管理加算が 37.0

％などとなっていた.

��� 介護サービス加算取得と介護職員の離職率

介護サービスの加算等の有無別に常勤介護職員の離

職率を比較したところ, 有意な差がみられたものは,

日常生活継続支援加算のみであった (表 8 参照). 日

常生活継続支援加算では, 加算の取得をしている 120

施設の離職率平均が 13.6％, 取得していない 87 施設

の平均が 18.3％と有意な差がみられ, この加算を取

得している施設の方が離職率は低かった.

非常勤介護職員の離職率については, いずれの介護

サービス加算取得とも有意な差がみられなかった.

�. 考察
上記のように愛知県の特養データを用いて介護職員の

離職率と職場環境との関連性について分析に取り組んだ.

その結果, 常勤の介護職員離職率は勤務年数及び有資格

者比率などの人的環境とは有意な相関性があった. 加え

て, 組織的環境の中で事業所の所在地及び事業開始後経

過年数は, 常勤介護職員の離職率と有意に関係している

ことが示唆された. 分析結果をまとめると, 有資格者比

率が低く, 勤務経験の浅い介護職員で占められる事業開

始後経過年数 5年未満のユニット型施設では, 常勤介護

職員の離職率が高くなりやすく, 町村以外でその傾向が

強いことがわかった. 介護サービス加算の取得状況では,

日常生活継続支援加算のみが介護職員の離職率と有意な

関連性がみられた. この日常生活継続支援加算は, 入所

者全体に占める重度の要介護者が 65％以上又は認知症

の入所者が 60％以上を占め, かつ介護常勤換算人数に

占める介護福祉士の割合が 50％以上である場合に取得

できるものである. 重度の要介護者が多い特養であって

も, 介護福祉士の有資格者が多い場合には, 常勤の介護

職員の離職率は低くなることが示唆される.

��� 介護労働実態調査結果と本研究における分析結

果の比較

これらを踏まえ, 平成 22 年度介護労働実態調査結

果との比較を行ってみたい.

表 9 は, 本研究の分析結果と比較が可能な平成 22

年度介護労働実態調査の主な結果である. 本研究で用

いた特養データは, 介護労働実態調査とは収集するデー

タ項目が異なるため, 全て比較することは難しいもの

の, その傾向などを比較すると, 次のとおりであった.

介護労働実態調査結果では, 介護職員の離職率は正社

員が 15.4％, 非正社員が 25.0％であり, これを愛知

県内でみると正社員が 20.1％, 非正社員が 25.7％,

全国の特養における正社員のみの離職率は 15.2％で

あった. これに対し, 本研究における分析結果では,

愛知県下の特養の介護職員の離職率は常勤で 15.6％,

非常勤で 40.4％となっており, 全国規模の調査結果

と比べると常勤介護職員は概ね同様の離職率であるも

のの, 非常勤介護職員の離職率は顕著に高くなってい

た. 市区町村区分別では, 介護労働実態調査結果が特

養以外の事業所を含んでいるものの, 政令指定都市等

など都市部ほど離職率が高い傾向であったのに対し,

本研究における分析結果では政令指定都市, 市, 町村

の順での離職率は傾向がみられず, 所在地が町村にあ

る特養のほうが常勤介護職員の離職率が低くなってお

り, 町村内の特養における介護職員の離職率は低いと

する介護労働実態調査結果は妥当性があることが伺え

る. 但し, 非常勤の介護職員離職率は市町村区分によ

る有意な差はなく, 所在地に関係なく離職率が高いこ

とがわかった. 介護事業開始後経過年数については,

介護労働実態調査結果では年数が経過するにつれて正

社員, 非正社員ともに介護職員の離職率が低くなって

おり, 本研究の分析結果でも常勤介護職員の離職率に

おいて同様の傾向を示した.
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表� 日常生活継続支援加算別の介護職員 (常勤)の離職率

度数 平均値 標準偏差

あり 120 施設 13.6％ 9.0

なし 87 施設 18.3％ 13.0

合計 207 施設 15.6％ 11.1

Wilcoxon の順位和検定 P＝0.007



以上のことから, 実際の愛知県下の特養の介護職員

の離職率を踏まえて介護労働実態調査結果をみると,

常勤介護職員の離職率については概ね同様の傾向であ

ることが伺えるものの, 非常勤介護職員については,

介護サービス情報データの分析結果のほうがより高い

離職率となっていることがわかった.

平成 22 年度介護労働実態調査結果では, 社会福祉

法人における介護職員の離職率は必ずしも高くなかっ

たが, 本研究の結果では, 特養の施設形態や事業開始

後経過年数は離職と関係していることが伺えた. この

ことは, 本研究が愛知県下の特養のみを分析対象とし

たものであるため, そのまま介護職員全体の離職率の

傾向として用いることは危険であるが, 少なくとも介

護離職研究においては介護職員の離職率が高いことを

前提とすることや, その中で特養は比較的離職率が低

いと安易に捉えるべきではないことを指摘することが

できよう.

このことは, 特養という職場環境が介護職員の離職

への影響を示唆するものといえよう.

��� 既存の介護離職研究における離職関連要因

今日までの介護離職研究の動向を概観すれば, 介護

職員の多くが離職意向を有しながら仕事を継続し, バー

ンアウトが離職意向に強く関連することなどが明らか

になっている (小坂ら (2008), 黒田ら (2011)). ま

た, 施設形態との関連で介護職員の離職意向やストレ

スなどを明らかにした研究では, 経験年数の浅い職員

は従来型施設でバーンアウトになりやすく, ユニット

型施設で利用者との関係においてストレスが高くなり

やすいとされ, 加えてユニット型施設が介護職員の蓄

積的疲労を高め, バーンアウトを増加させる要因にな

りうることが示唆されている (鈴木 (2007), 張ら (2

007), 長三 (2007)). その一方で, ユニットケア導入

による介護職員と入所者および入所者間のコミュニケー

ション量の増加, 意欲・気力の向上, 入所者同士のよ

り親密な関係の構築等のメリットを挙げ, ユニット型

施設が介護職員の就労意欲だけでなく入所者の生活向

上にも寄与する指摘がある (山口 (2006)). また介護

職員の就労意欲の高揚には, 職場内の良き理解者の存

在や上司の情緒的サポートが有効であり, リーダーに
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表� 介護労働実態調査における介護職員の離職率に関する主な結果と介護サービス情報データ

平成 22 年度介護労働実態調査結果 データ間の相違点
愛知県内における
介護職員の離職率

社会福祉法人 (運
営主体) の離職率

・正 社 員：15.4％
・非正社員：25.0％

正社員は嘱託職員が含
まれず, 常勤職員は嘱
託職員が含まれる. 特
養以外の事業所を含む.

介護職員の離職率
・常勤職員：15.6％
・非常勤職員：40.4％A県内の離職率 ・正 社 員：20.1％

・非正社員：25.7％

特養の離職率 ・正 社 員：15.2％

事業所規模別の離
職率

・20人以上49人以下…正社員：
18.8％, 非正社員：26.3％

・50人以上99人以下…正社員：
13.1％, 非正社員：24.2％

市区町村区分別の
離職率

・指定都市等：20.2％
・市・区：17.3％
・町・村, その他：15.8％

特養以外の事業所を含
む. 訪問介護員も含ま
れる. 正社員・非正社
員を合算.

・指定都市…常勤：16.1％,
非常勤：47.9％

・市…常勤：16.4％, 非常勤：
37.0％
・町村…常勤：9.5％, 非常
勤：39.0％

介護事業開始後経
過年数別の離職率

・3 年未満…正社員：28.1％,
非正社員：38.7％
・3 年以上 5 年未満…正社員：
18.8％, 非正社員：29.4％

・5 年以上…正社員：13.6％,
非正社員：22.6％

特養以外の事業所を含
む. 本研究では, 介護
保険制度導入前後の状
況を把握するため,
5～11 年未満､ 11 年以
上で分けて算出.

・3年未満…常勤：39.4％
・3～5 年未満…常勤：23.3
％
・5～11 年未満…14.3％
・11 年以上…13.5％



よる配慮や励まし, 動機づけの行動が影響する (北村

ら (2003), 鈴木 (2009), 三谷ら (2011)). さらに蘇

ら (2007) によれば, 職場内の良好な人間関係は業務

達成にプラスに働き, 上司と同僚からのサポートは職

員の能力の発揮・成長を促すとともに, 勤務年数が長

く上司のサポートを受けているほど仕事上の予測・問

題解決が高くなる. 黒田ら (2011) は, 離職率が賃金

の水準, 研修機会の確保と関連し, 離職意向がバーン

アウトと最も強く関連するとともに, 介護肯定感及び

職員待遇の評価が負の関連を示すとしている.

これらの研究成果を踏まえると, 介護職員の離職関

連要因としてストレスやバーンアウト, 勤務年数, 施

設形態, 上司や同僚など職場内ソーシャルサポートの

有無, 賃金, 研修機会の有無などが抽出できる.

本研究では, 特に常勤介護職員の離職率が就業形態,

勤務年数, 有資格者比率などの人的環境に加え, 事業

所の所在地や事業開始後経過年数などの組織的環境と

も関連性を有していることを示唆することができた.

加えて, 一見離職率と交絡しているようにみえる施設

形態については, 事業開始後経過年数の影響によるも

のであり, 年数が長いほど離職率が低い傾向にあるこ

とがわかった. その一方で, 非常勤介護職員は, 介護

労働実態調査報告よりもはるかに高い離職率となって

おり, 人的環境, 組織的環境問わず, 定着が難しい現

状があることが伺える. 今後は, 介護現場としての職

場環境を一つの組織としてとらえ, 離職だけでなく,

介護職員の行動とどのような関連性を有しているのか

に着目して研究を深めていくことが必要であると考え

る.

�. おわりに
本研究は, 介護労働実態調査結果等を踏まえ, 実際の

離職率をアウトカムに用いた実証的な分析に取り組んだ.

具体的には, 介護サービス情報公表データを用いて, 愛

知県の特養を対象とした分析であり, 人的環境を就業形

態, 勤務年数, 有資格者比率, 組織的環境を施設形態,

事業開始後経過年数, 介護サービス加算の取得状況とい

う限られたデータ項目による職場環境と介護職員の離職

率との関連性を探究するものであった. 本研究の分析結

果を踏まえ, 今後, より詳細な研究に取り組むためには,

独自のデータ収集を行っていく必要があるが, 先行研究

で示唆されている離職関連要因がどのように介護職員の

離職と関連しているのかを実証的に明らかにするととも

に, 介護職員の就業継続要因の探究にも取り組んでいき

たいと考えている.
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